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(単位：千円）

資産の部

Ⅰ　固定資産
１　有形固定資産

土地 6,247,729

減損損失累計額（▲） ▲ 6,575 6,241,154

建物 8,609,009

減価償却累計額（▲） ▲ 2,700,868 5,908,140

構築物 505,932

減価償却累計額（▲） ▲ 158,886 347,046

車両運搬具 31,607

減価償却累計額（▲） ▲ 19,995 11,612

工具器具備品 948,718

減価償却累計額（▲） ▲ 710,351 238,368

図書 1,137,975

美術品・収蔵品 108,240

建設仮勘定 125,199

有形固定資産合計 14,117,734

２　無形固定資産

特許権 900

ソフトウェア 222

電話加入権 132

無形固定資産合計 1,254

３　投資その他の資産

その他 300

投資その他の資産合計 300

固定資産合計 14,119,288

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 1,018,457

未収学生納付金収入 1,318

徴収不能引当金（▲） ▲ 1,265 54

その他未収入金 63,732

貯蔵品 389

前払費用 956

立替金 5,222

流動資産合計 1,088,809

資産合計 15,208,097

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日）
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負債の部

Ⅰ　固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金等 429,472

資産見返補助金等 25,524

資産見返寄附金 124,091

資産見返施設費 3,369

資産見返物品受贈額 942,167

建設仮勘定見返施設費 125,199 1,649,823

長期寄附金債務 186,969

長期リース債務 38,699

資産除去債務 2,940

固定負債合計 1,878,431

Ⅱ　流動負債
資産見返負債

資産見返物品受贈額 1 1

寄附金債務 53,822

預り科学研究費補助金等 7,996

預り金 219,478

未払金 178,657

リース債務 58,289

未払消費税等 716

その他 230

流動負債合計 519,189

負債合計 2,397,620

純資産の部

Ⅰ　資本金
島根県出資金 13,894,559

資本金合計 13,894,559

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 1,353,241

損益外減価償却累計額（▲） ▲ 2,873,072

損益外減損損失累計額（▲） ▲ 6,575

損益外利息費用累計額（▲） ▲ 67

資本剰余金合計 ▲ 1,526,473

Ⅲ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 165,487

教育研究及び業務運営充実積立金 118,312

当期未処分利益 158,592

（うち当期総利益　　　158,592）

利益剰余金合計 442,391

純資産合計 12,810,477

負債純資産合計 15,208,097
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(単位：千円）

経常費用
業務費

教育経費 515,793
研究経費 155,856
教育研究支援経費 173,782
受託研究費 7,225
受託事業費 16,758
役員人件費 41,845
教員人件費 1,364,280
職員人件費 690,324 2,965,862

一般管理費 215,256
財務費用

支払利息 1,599
経常費用合計 3,182,717

経常収益
運営費交付金収益 1,860,036
授業料収益 905,513
入学金収益 123,901
検定料収益 36,460
受託研究等収益

受託研究等収益（国又は地方公共団体） 5,540
受託研究等収益（国又は地方公共団体以外） 1,684 7,225

受託事業等収益
受託事業等収益（国又は地方公共団体） 16,666
受託事業等収益（国又は地方公共団体以外） 361 17,026

寄附金収益 29,251
補助金等収益 39,351
施設費収益 86,834
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 36,967
資産見返補助金等戻入 4,140
資産見返寄附金戻入 3,475
資産見返施設費戻入 1,155
資産見返物品受贈額戻入 16,050 61,786

財務収益
受取利息 377

雑益
財産貸付料収入 74,828
その他雑益 16,246 91,074

経常収益合計 3,258,834

経常利益 76,117

当期純利益 76,117

前中期目標期間繰越積立金取崩額 82,475

当期総利益 158,592

損　益　計　算　書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）
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(単位：千円）

▲ 732,969

▲ 2,109,825

▲ 185,370

1,900,141

886,008

116,429

36,267

11,566

16,747

12,826

39,450

86,626

4,042

81,938

▲ 280,256

740,300

▲ 140,874

107,004

▲ 9

426,165

1,600

427,765

▲ 71,364

▲ 71,364

▲ 1,599

▲ 72,964

436,739

461,461

898,201Ⅵ　資金期末残高

　　　　　小計

　　　　　利息の支払額

　　　 財務活動によるキャッシュ･フロー

Ⅳ　資金増加額

Ⅴ　資金期首残高

　　　　　リース債務返済による支出

　　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　　施設費による収入

　　　　　投資その他の資産の取得による支出

　　　　　小計

　　　　　利息及び配当金の受取額

　　　 投資活動によるキャッシュ･フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　寄附金収入

　　　　　補助金等収入

　　　　　その他の業務収入

　　　　　預り金の増減額

　　 　業務活動によるキャッシュ･フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ･フロー

　　　　　定期預金の預け入れによる支出

　　　　　定期預金の払い戻しによる収入

　　　　　受託事業等収入

キャッシュ･フロー計算書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ･フロー

　　　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出

　　　　　人件費支出

　　　　　その他の業務支出

　　　　　運営費交付金収入

　　　　　授業料収入

　　　　　入学金収入

　　　　　検定料収入

　　　　　受託研究等収入
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(単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 158,591,968

当期総利益 158,591,968

Ⅱ　利益処分額

地方独立行政法人法第４０条第３項により

島根県知事の承認を受けようとする額

教育研究及び業務運営充実積立金 158,591,968 158,591,968

利益の処分に関する書類
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(単位：千円）

Ⅰ　業務費用

（１）　損益計算書上の費用

業務費 2,965,862

一般管理費 215,256

財務費用 1,599 3,182,717

（２）　（控除）自己収入等

授業料収益 ▲ 905,513

入学金収益 ▲ 123,901

検定料収益 ▲ 36,460

受託研究等収益 ▲ 7,225

受託事業等収益 ▲ 17,026

寄附金収益 ▲ 29,251

資産見返寄附金戻入 ▲ 3,475

財務収益 ▲ 377

雑益 ▲ 84,420 ▲ 1,207,647

　　 業務費用合計 1,975,070

Ⅱ　損益外減価償却相当額 322,280

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 ▲ 1,902

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 556

Ⅴ　機会費用

地方公共団体財産の無償又は減額さ

れた使用料による貸借取引の機会費用 406

島根県出資の機会費用 8,134 8,540

Ⅵ　行政サービス実施コスト 2,304,544

行政サービス実施コスト計算書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）
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注    記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

  期間進行基準を採用しています。 

  なお、退職一時金については費用進行基準を採用しています。 

２ 減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しています。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

なお、研究期間に定めがある受託研究収入により購入した償却資産については、当該研究

期間を耐用年数としています。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物      ５年～４７年    構築物     １０年～５０年 

工具器具備品  ２年～１５年    車両運搬具    ４年～ ６年 

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除しています。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基

づいて償却しています。 

３ 引当金の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役員及び職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がされるため、退職

給付に係る引当金は計上していません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行

政法人会計基準第８７第４項に基づき計算された退職一時金に係る当事業年度末の引当外

退職給付見積額から前事業年度末における同見積額を控除した額を計上しています。 

（２）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、運営費交付金により財源措置がされるため、賞与に係る引当金は計上し

ていません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末に

おける引当外賞与見積額（翌期の運営費交付金から充当される賞与支給見込額のうち、当事

業年度の支給対象期間に応じる額）から、前事業年度末における同見積額を控除した額を計

上しています。 

（３）徴収不能引当金の計上基準 

   将来の授業料の滞納による損失に備えるため、滞納にかかる回収可能性を個別に勘案し

て計上しています。 

４ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品について、最終仕入原価法による低価法を採用しています。 

５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近傍類似地より比準した固定資産評価相当額を参考に計算しています。 

（２）地方公共団体出資の機会費用の計算方法 

平成２９年３月末における国債利回りを参考に０．０６５%で計算しています。 

６ リース取引の会計処理 

リース料総額が３，０００千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
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７ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

８ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しています。 

ただし、利益の処分に関する書類については、円単位で表示しています。 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

１ 引当外退職給付見積額 

翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は、１，１０６，９３３千円で

す。 

２ 引当外賞与見積額 

翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与見積額は１０３，２６９千円です。 

 

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳 

平成２９年３月３１日 

現金及び預金                 １，０１８，４５７千円 

定期預金                    ▲１２０，２５６千円 

資金期末残高                   ８９８，２０１千円 

２ 重要な非資金取引 

（１）現物寄附による資産の取得               ９，２７４千円 

（２）ファイナンス・リースによる資産の取得        ２１，５７４千円 

 

Ⅳ 行政サービス実施コスト計算書関係 

（１）引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額には、島根県からの派遣職員に係る

ものが７，７４９千円及び２５４，７７９千円含まれています。 

（２）機会費用のうち設立団体（島根県）に係る額       ８，１６３千円 

 

Ⅴ 重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

Ⅵ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

Ⅶ 金融商品の時価等に関する事項 

１ 金融商品の状況 

  資金運用については、公立大学法人島根県立大学財務及び会計に関する規則第 30 条の規定

により、地方独立行政法人法第 43 条に規定する国債、地方債、政府保証債、預金等に限定し

ています。 

２ 金融商品の時価等  

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：千円）   

 貸借対照表計上額

（※1） 

時価（※1） 差額（※1） 

（1）現金及び預金 

（2）その他未収入金 

（3）リース債務 

（4）預り金 

（5）未払金 

        1,018,457  

63,732  

         (96,988)         

(219,478) 

(178,657) 

  1,018,457  

63,732  

(95,978) 

(219,478) 

(178,657) 

－ 

－ 

(▲1,010) 

－ 

－ 

（※1） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 
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（注 1）金融商品の時価の算定方法 

  （1）現金及び預金及び（2）その他未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっています。 

（3）リース債務 

元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法により算定しています。 

（4）預り金及び（5） 未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっています。 

 

Ⅷ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

学生寮及び教職員宿舎を有しています。 

期末日における貸借対照表計上額及び時価については、次のとおりです。 

（単位：千円）   

貸借対照表計上額 当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

2,070,130 ▲45,536 2,024,594 1,685,466 

（注 1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注 2）当期増減額は、当期減価償却による減額です。 

（注 3）当期末の時価は、土地に関しては路線価等に基づいて当法人で算定した金額、建物 

に関しては平成２８年度末の帳簿価格（貸借対照表計上額）です。 

また、平成２８年度における収益及び費用等については、次のとおりです。 

（単位：千円） 

賃貸収益 賃貸費用 

64,568 58,149 

 

Ⅸ 資産除去債務に関する事項 

（１）資産除去債務の概要 

土地無償貸付契約による土地の原状回復義務です。 

（２）資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を残存耐用年数に基づいて見積り、使用見込期間に対応した利付国債の流通

利回りにより割引いて算定しています。 

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高              2,940千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額     －千円 

時の経過による調整額          －千円 

資産除去債務の履行による減少額     －千円 

その他の増減額             －千円 

期末残高              2,940千円 

（４）貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

浜田市との土地無償貸付契約に基づき、貸付期間の満了に伴う浜田市無償貸付土地の原状

回復義務を有していますが、当該土地は大学敷地として使用しており、貸付期間の満了時期

が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができません。このため、当該債務に

見合う資産除去債務を計上していません。 



附属明細書

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（第８５「特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び第８９「資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計

処理」による損益外減価償却相当額を含む。）並びに減損損失の明細
(単位：千円）

減損損失累計額

当期償却額 当期損益内 当期損益外

建物 8,508,342 － － 8,508,342 2,667,505 280,423 － － － 5,840,838

構築物 173,964 － － 173,964 59,554 16,503 － － － 114,410

工具器具備品 205,742 26,168 19,644 212,266 146,013 25,355 － － － 66,253

計 8,888,048 26,168 19,644 8,894,572 2,873,072 322,280 － － － 6,021,500

建物 99,365 1,301 － 100,666 33,364 7,037 － － － 67,303

構築物 331,968 － － 331,968 99,332 10,059 － － － 232,636

車両運搬具 29,225 2,382 － 31,607 19,995 3,151 － － － 11,612

工具器具備品 776,272 38,041 77,861 736,452 564,338 100,763 － － － 172,115

図書 1,116,890 29,499 8,414 1,137,975 － － － － － 1,137,975

計 2,353,720 71,224 86,275 2,338,669 717,028 121,010 － － － 1,621,641

土地 6,247,729 － － 6,247,729 － － 6,575 － － 6,241,154

美術品・収蔵品 108,240 － － 108,240 － － － － － 108,240

建設仮勘定 112,995 12,204 － 125,199 － － － － － 125,199

計 6,468,964 12,204 － 6,481,168 － － 6,575 － － 6,474,593

土地 6,247,729 － － 6,247,729 － － 6,575 － － 6,241,154

建物 8,607,707 1,301 － 8,609,009 2,700,868 287,459 － － － 5,908,140

構築物 505,932 － － 505,932 158,886 26,562 － － － 347,046

車両運搬具 29,225 2,382 － 31,607 19,995 3,151 － － － 11,612

工具器具備品 982,014 64,209 97,505 948,718 710,351 126,118 － － － 238,368

図書 1,116,890 29,499 8,414 1,137,975 － － － － － 1,137,975

美術品・収蔵品 108,240 － － 108,240 － － － － － 108,240

建設仮勘定 112,995 12,204 － 125,199 － － － － － 125,199

計 17,710,732 109,596 105,920 17,714,409 3,590,100 443,290 6,575 － － 14,117,734

特許権 2,399 － － 2,399 1,499 300 － － － 900

ソフトウェア 14,864 － 8,359 6,505 6,283 242 － － － 222

電話加入権 132 － － 132 － － － － － 132

計 17,395 － 8,359 9,036 7,782 542 － － － 1,254

その他 291 9 － 300 － － － － － 300

計 291 9 － 300 － － － － － 300

差引当期
末残高 摘　　要

有形固定資産
(特定償却資産以外）

期末残高期首残高 当期増加額 当期減少額資　　産　　の　　種　　類
減価償却累計額

非償却資産

有形固定資産合計

有形固定資産
(特定償却資産)

無形固定資産

投資その他の資産
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（２）　たな卸資産の明細

当期購入 その他 払出 その他

貯蔵品 273 2,670 － 2,553 － 389

計 273 2,670 － 2,553 － 389

（３）　有価証券の明細
（３）－１　流動資産として計上された有価証券
　　　　　　　 該当事項がないため、記載を省略しています。

（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券
　　　　　　　 該当事項がないため、記載を省略しています。

（単位：千円）

期首残高種　 類 期末残高 摘　　要
当期増加額 当期減少額
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（４）　長期貸付金の明細

　　　　　該当事項がないため、記載を省略しています。

（５）　長期借入金の明細

　　　　　該当事項がないため、記載を省略しています。

（６）　引当金の明細

（６）－１　引当金の明細

　　　　　該当事項がないため、記載を省略しています。

（６）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

期首残高 当期減少額 期末残高 期首残高 当期増加額 期末残高

未収学生納付金収入 1,689 ▲371 1,318 － 1,265 1,265 （注）

（７）　資産除去債務の明細

区　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

賃借契約に基づく原
状回復義務

2,940 － － 2,940

計 2,940 － － 2,940

（８）　保証債務の明細

　　　　　該当事項がないため、記載を省略しています。

（単位：千円）

区　　　分

（単位：千円）

摘　　　要

地方独立行政法人会計基準第89の特定
有り

貸付金等の残高 貸倒引当金
摘　要

（注）　「重要な会計方針３（３）徴収不能引当金の計上基準」に記載しています。
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（９）　資本金及び資本剰余金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

島根県出資金 13,894,559 － － 13,894,559

計 13,894,559 － － 13,894,559

資本剰余金

　　無償譲与 106,372 － － 106,372

　　寄附金等 2,000 － － 2,000

　　施設費 1,238,345 26,168 19,644 1,244,869 （注１）、（注２）

計 1,346,717 26,168 19,644 1,353,241

損益外減価償却
累計額

▲ 2,570,436 ▲ 322,280 ▲ 19,644 ▲ 2,873,072 （注２）、（注３）

損益外減損損失
累計額

▲ 6,575 － － ▲ 6,575

損益外利息費用
累計額

▲ 67 － － ▲ 67

差引計 ▲ 1,230,361 ▲ 296,112 0 ▲ 1,526,473

（注１）　当期増加額は、工具器具備品の取得によるものです。

（注２）　当期減少額は、工具器具備品の除却によるものです。

（注３）　当期増加額は、減価償却によるものです。

(単位：千円）

区　　　　分

資本金

資本剰余金
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（１０）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
（１０）－１　積立金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

59,046 59,266 － 118,312 （注１）

247,962 － 82,475 165,487 （注２）

307,008 59,266 82,475 283,799

(注１)　当期増加額は、前期未処分利益より島根県知事の承認のうえで積み立てられたものです。
(注２)　当期減少額は、教育研究目的の費用の発生による積立金取崩しによるものです。

（１０）－２　目的積立金の取崩しの明細
（単位：千円）

金額

82,475

82,475

(単位：千円）

摘要区分

前中期目標期間繰越積立金取崩
額

計

教育研究及び業務運営充
実積立金

教育研究目的の費用発生

地方独立行政法人法第40条第4項積立
金（前中期目標期間繰越積立金）

計

区　　　　分

地方独立行政法人法第40条第3
項積立金（目的積立金）
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（１１）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細　

（１１）－１　運営費交付金債務

平成２８年度 － 1,900,141 1,860,036 40,104 － 1,900,141 －

計 － 1,900,141 1,860,036 40,104 － 1,900,141 －

（１１）－２　運営費交付金収益

計 1,860,036

期末残高

業務等区分

期間進行基準

平成２８年度交付分

1,699,180

費用進行基準 160,856

計

1,699,180

160,856

1,860,036

（単位：千円）

（単位：千円）

交付年度 期首残高
交付金当
期交付額 運営費交付

金収益

資産見返運
営費交付金

等
資本剰余金 計

当期振替額
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（１２）　地方公共団体等からの財源措置の明細　

（１２）－１　施設費の明細

左の会計処理内訳

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

12,204 12,204 － －

1,581 － － 1,581

33,286 － 21,848 11,437

4,320 － 4,320 －

8,609 － － 8,609

65,206 － － 65,206

125,206 12,204 26,168 86,834

（１２）－２　補助金等の明細

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

地（知）の拠点
整備事業 22,559 － 65 － － 22,495

大学間連携共同
教育推進事業 8,090 － － － － 8,090

北東アジア地域
研究推進事業 7,500 － － － － 7,500

市民研究員と大
学院生の共同研
究事業

308 － 34 － － 274

地（知）の拠点
大学による地方
創生推進事業

993 － － － － 993

計 39,450 － 99 － － 39,351

浜田キャンパス改修工事分
（交流棟屋上防水改修・講義棟
渡り廊下外壁シーリング補修）

非常放送設備改修工事
（松江キャンパス）

電話交換機更新（浜田
キャンパス）事業

（単位：千円）

区　　　分 摘　　　要当期交付額

　区　　　分 当期交付額 摘　要
当期振替額

（単位：千円）

松江キャンパス改修工事
基本設計業務

H28学部等設置事業
（準備経費）

計

県立大学維持保全計画策
定等業務
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（１３）　役員及び職員の給与の明細　

支給額 支給人員 支給額 支給人員

常　 勤 26,116 2 11,789 1

非常勤 1,027 8 － －

計 27,143 10 11,789 1

常　 勤 1,445,101 215 100,844 12

非常勤 192,326 215 － －

計 1,637,427 430 100,844 12

常　 勤 1,471,217 217 112,634 13

非常勤 193,353 223 － －

計 1,664,570 440 112,634 13

（注１）常勤役員のうち、報酬の支給対象者である理事長及び副理事長に係る報酬の支給額等は

　　　　常勤役員の区分に計上し、給与の支給対象者である職員を兼ねる役員（理事）に係る給

　　　　与の支給額等は常勤教職員の区分に計上しています。

（注２）役員に対する報酬は、公立大学法人島根県立大学役員報酬規程に基づき支給しています。

（注３）教職員の給与は、公立大学法人島根県立大学職員給与規程、公立大学法人島根県立大学

　　　　任期付教員給与規程、公立大学法人島根県立大学任期付事務職員等給与規程、公立大学

　　　　法人島根県立大学職員再雇用規程、公立大学法人島根県立大学非常勤職員給与規程及び

　　　　公立大学法人島根県立大学嘱託助手給与規程に基づき支給しています。

（注４）役員の退職給付は、公立大学法人島根県立大学役員退職手当規程に基づき支給していま

　　　　す。また、教職員の退職給付は、公立大学法人島根県立大学職員退職手当規程に基づき

　　　　支給しています。

（注５）非常勤役員には経営委員を、非常勤教職員には非常勤講師及びその他業務委嘱者を含ん

　　　　でいます。

（注６）支給人員は平均支給人員数を記載しています。ただし、非常勤役員については実人員数

　　　　を記載しています。

（注７）本表の支給額には法定福利費は含まれていません。

（注８）本表の支給額には受託研究費及び受託事業費による人件費は含まれていません。

（１４）　開示すべきセグメント情報

　　　　　  該当事項がないため、記載を省略しています。

（単位：千円、人）

退職給付

合　 計

役　 員

区　　　分

教職員

報酬又は給与
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（１５）　業務費及び一般管理費の明細

教育経費 受託研究費
消耗品費 13,989 給料 580
管理物品費 1,831 消耗品費 1,673
印刷製本費 17,346 管理物品費 948
水道光熱費 53,496 印刷製本費 819
旅費交通費 46,252 旅費交通費 1,008
通信運搬費 15,261 通信運搬費 1
賃借料 2,888 賃借料 38
車両燃料費 868 車両燃料費 3
業務委託費 185,681 業務委託費 76
修繕費 27,119 報酬･手数料 2,014
損害保険料 753 雑費 63 7,225
広告宣伝費 1,842 受託事業費
行事費 639 給料 9,945
諸会費 730 賞与 403
会議費 1 法定福利費 1,049
報酬･手数料 5,027 消耗品費 347
奨学費 109,446 印刷製本費 367
減価償却費 20,168 旅費交通費 2,087
貸倒損失 780 通信運搬費 398
徴収不能引当金繰入額 1,265 賃借料 108
図書費 794 車両燃料費 3
支払リース料 2,004 業務委託費 979
交際費 245 損害保険料 3
雑費 7,369 515,793 行事費 16

研究経費 諸会費 71
消耗品費 24,935 会議費 3
管理物品費 9,884 報酬･手数料 570
印刷製本費 11,335 図書費 24
水道光熱費 10,748 雑費 386 16,758
旅費交通費 47,816 役員人件費
通信運搬費 3,831 報酬 20,226
賃借料 1,214 賞与 6,918
車両燃料費 2 退職給付費用 11,789
業務委託費 23,022 法定福利費 2,912 41,845
修繕費 1,016 教員人件費
損害保険料 6 常勤教員給与
広告宣伝費 587 給料 734,097
行事費 29 賞与 244,762
諸会費 6,523 退職給付費用 100,601
会議費 － 法定福利費 208,939 1,288,400
報酬･手数料 6,102 非常勤教員給与
減価償却費 1,744 給料 75,861
図書費 3,194 法定福利費 20 75,880 1,364,280
支払リース料 306 職員人件費
交際費 － 常勤職員給与
租税公課 － 給料 371,498
雑費 3,562 155,856 賞与 94,743

教育研究支援経費 退職給付費用 244
消耗品費 8,617 法定福利費 91,744 558,228
管理物品費 6,402 非常勤職員給与
印刷製本費 274 給料 116,465
水道光熱費 6,692 法定福利費 15,630 132,096 690,324
旅費交通費 1,075 一般管理費
通信運搬費 15,082 消耗品費 17,529
賃借料 － 管理物品費 5,391
業務委託費 41,581 印刷製本費 11,772
修繕費 1,184 水道光熱費 10,527
損害保険料 42 旅費交通費 12,803
諸会費 643 通信運搬費 3,448
会議費 － 賃借料 3,024
報酬･手数料 1 車両燃料費 1,494
減価償却費 66,661 福利厚生費 2,181
図書費 20,224 業務委託費 52,949
支払リース料 5,186 修繕費 32,506
雑費 119 173,782 損害保険料 2,236

広告宣伝費 7,251
行事費 942
諸会費 3,027
報酬･手数料 2,812
租税公課 8,270
減価償却費 34,820
図書費 651
支払リース料 40
交際費 20
雑費 1,562 215,256

（単位：千円）
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（１６）　寄附金の明細

区　　分 当期受入額 件　　数
― 26,395 3,741
計 26,395 3,741

（注）　セグメントは単一のため、区分欄は記載を省略しています。

（１７）　受託研究の明細

区　　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高
― － 7,225 7,225 －
計 － 7,225 7,225 －

（注）　セグメントは単一のため、区分欄は記載を省略しています。

（１８）　共同研究の明細
　　　　 　 該当事項がないため、記載を省略しています。

（１９）　受託事業等の明細

区　　分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高
― － 17,026 17,026 －
計 － 17,026 17,026 －

（注）　セグメントは単一のため、区分欄は記載を省略しています。

（２０）　科学研究費補助金等の明細
（単位：千円、件）

種　　目 当期受入額 件　　数 摘　　要

基盤研究A
　　　　　（100）
　　　　　　 30

1

基盤研究B
        （3,800）
          1,140

5

基盤研究C
       （15,282）
          4,585

28

挑戦的萌芽研究
        （1,100）
            330

3

若手研究B
        （1,900）
          　570

4

計
       （22,182）
          6,655

41

（注）　上段(　)内に直接経費相当額、下段に間接経費相当額を記載しています。

（２１）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細
（２１）－１　現金及び預金

（単位：千円）
区　　分 期末残高 摘　　要

現金 39
普通預金 898,162
定期預金 120,256

計 1,018,457

（２１）－２　未払金
（単位：千円）

期末残高 摘　　要
35,710
13,528
6,927
6,798
6,480

109,214
178,657

（単位：千円、件）

（単位：千円）

（単位：千円）

現物寄附：13,569千円、3,598件
摘　　要

その他
計

区　　　　　　　　分

島根電工株式会社　出雲支店

一般財団法人日本開発構想研究所

協和通信工業株式会社
浜田ビルメンテナンス株式会社

和幸電通株式会社
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